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高度道路交通システム(ITS)による安全運転支援情報提供の全国展開を控え，車載器による注意喚起は既

に一部地域で行われている．一方で，不用意に注意喚起が連続すると逆効果となる可能性もあり，適切な

注意喚起方法が求められている．本研究では，運転意思決定プロセスとして「判断」「行動(意向)」を取

り上げ，一般国道で連続する事故多発区間（4つの交差点）を対象に，車内および路側の注意喚起情報の

効果を測定するための表明選好（SP）調査（サンプル数：800人＊２回の仮想走行）を実施した．そして，

地点間・運転プロセス要素間の相関を考慮した多変量順序づけロジットモデルによる評価モデルを構築し，

同じ交差点での「判断」と「行動意向」だけでなく，地点間にも相関が存在することを確認した．また，

複数地点においてこの注意喚起効果は加法的ではなく，注意喚起を繰り返すことによって効果が低減する

ことも確認した． 
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